
 

平成２６年度 第１回三重県教育改革推進会議 事項書 

日時：平成２６年５月２６日（月） 

１３時３０分～１６時 

場所：ベルセ島崎 

 

 

１ 挨拶 

 

 

 

２ 新委員任命・紹介  

 

 

 

３ 審議事項 

（１）今年度の審議の進め方について  

 

 

 

（２）「次期三重県教育ビジョン（仮称）」の策定について  

  

 

 

 

＜配付資料＞ 

 資料１   平成２６年度三重県教育改革推進会議委員名簿 

 資料２   三重県教育改革推進会議条例・会議運営要綱 

 資料３   平成２６年度三重県教育改革推進会議について（案) 

 資料３－２  部会の所属について（案） 

 資料４   「次期三重県教育ビジョン（仮称）」の策定について（案） 

資料５    平成２６年度三重県教育改革推進会議日程（案） 

資料６   「次期三重県教育ビジョン（仮称）」策定について第１回全体会

において特に審議していただきたい論点 

資料７   教育を取り巻く環境変化と諸課題について 

資料８   グローバル三重教育プラン 

資料９   第２期教育振興基本計画（概要） 

資料１０  平成２５年度三重県教育改革推進会議審議のまとめ 

資料１１  データ集（教育を取り巻く環境と子どもたちの姿） 
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     資料２  
 

                                                    

三重県教育改革推進会議条例 （平成19年三重県条例42号） 

 

（設置） 

第一条 三重の教育の改革に関する重要な事項を調査審議するため、三重県教育委員会の附属機関

として、三重県教育改革推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第二条 推進会議は、三重県教育委員会の求めに応じ、三重の教育の改革に関する重要な事項その

他三重県教育委員会が必要と認める事項について調査審議し、その結果を三重県教育委員会に報

告する。 

（組織） 

第三条  推進会議は、委員二十人以内で組織する。 

２ 前項の場合において、男女いずれかの委員の割合は十分の四を下回らないものとする。ただし、

三重県教育委員会がやむを得ない事情があると認めた場合は、この限りでない。 

（委員） 

第四条 委員は、次に掲げる者のうちから三重県教育委員会が任命する。 

 一 学識経験を有する者 

 二 教育関係者 

三 前二号に掲げる者のほか、三重県教育委員会が必要と認める者 

２ 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第五条 推進会議に、会長及び副会長各一人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理し、会長が欠けたときはそ

の職務を行う。 

（会議） 

第六条 推進会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 推進会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 推進会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 （部会） 

第七条 推進会議はその定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属させる委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、その部会に属する委員の互選によって定める。 

（庶務） 

第八条 推進会議の庶務は、三重県教育委員会事務局において処理する。 

（委任） 

第九条 この条例に定めるもののほか、推進会議の運営その他推進会議に関し必要な事項は、会長

が推進会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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三重県教育改革推進会議運営要綱 

 

三重県教育改革推進会議条例（平成十九年三重県条例第四十二号）第九条の規定に基づ

き、三重県教育改革推進会議運営要綱を次のように定める。 

 

（趣旨） 

第１条 三重県教育改革推進会議（以下「推進会議」という。）の運営その他推進会議に関

し必要な事項は、三重県教育改革推進会議条例に定めるもののほか、この要綱の定めると

ころによる。 

 

（部会所掌事項） 

第２条 部会は、推進会議の決定に基づき、教育改革に関する専門的事項について調査研

究し、その実施主体となる。 

２ 部会の名称は、会長が推進会議に諮って定める。 

 

（部会組織） 

第３条 部会には、専門の事項を調査するため、部会委員を置くことができる。 

２ 部会の委員は、半数以上を、推進会議の委員とする。 

３ 部会に部会長を置き、その部会に属する推進委員の互選によって定める。 

４ 部会委員は、三重県教育委員会が委嘱する。 

５ 部会委員は、当該専門の事項に関する調査を終了したときは、退任するものとする。 

  

（部会会議） 

第４条  部会は、部会長が招集し、部会長が議長となる。 

２ 部会は、部会に属する委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 部会長が必要と認めたときは、部会に委員以外の者を出席させ、意見又は説明を聞く

ことができる。 

 

（部会報告） 

第５条  部会長は、部会で審議した事項について、その結果を推進会議に報告又は提案す                     

る。 

 

（庶務） 

第６条  部会の庶務は、三重県教育委員会事務局において処理する。 

 

（委任） 

第７条  この要綱に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、各部会が別に定                           

める。 

 

附 則 

この要綱は、平成１９年８月８日から施行する。 
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平成２６年度三重県教育改革推進会議について(案) 
 

１ 目的 

      三重の教育の改革に関する重要な事項について県教育委員会が審議を依頼

し、その結果の報告を踏まえて、今後の施策等に係る取組を実効性のあるもの

とします。 
   

２ 審議のテーマ 

三重の教育の改革に関して、重要である次の２項目を取り上げます。 

（１）次期三重県教育ビジョン（仮称）の策定について 

   平成２２年１２月に策定した「三重県教育ビジョン」（本県の教育振興基本

計画）の計画期間が平成２７年度で終了することから、平成２５年度の当会議

で審議した「三重県教育ビジョンの中間点検」を踏まえ、次期三重県教育ビジ

ョンの策定について審議を行います。 

（２）「三重県特別支援教育総合推進計画（仮称）」の策定について 

特別支援教育に係る総合的な推進計画である「三重県特別支援教育総合推進

計画（仮称）」の策定に向けて、平成２５年度の当会議でとりまとめられた骨

子（案）に基づき審議を進め、平成２７年２月頃を目途に計画（案）をとりま

とめます。 

 

３ 審議方法 

○ 次期三重県教育ビジョン（仮称）の策定については、基本理念や基本施策

等を全体会で審議した後、第１部会、第２部会に分かれ、個別施策の審議を

行います。 

○ 三重県特別支援教育総合推進計画（仮称）の策定については、平成２５年

度から引き続きの審議であることから、第２部会において審議を行います。 

○ 部会ごとに審議した内容を全体会に報告又は提案することで、さらに審議

を深めます。 

 
※部会について（参考：条例第７条関係・運営要綱） 

・ 委員は、二つの部会のうちのいずれか一つに所属します。また、各部会に所属する委

員は、会長が指名します。部会には、議長役として部会長を置き、その部会に属する委

員の互選によって定めます。 

・ 部会長が必要と認めたときは、部会に専門家等の委員以外の者を招請し、意見又は説

明を聞くことができます。 

  

４ 平成２６年度の部会構成について 【資料３－２】 

   平成２５年度から引き続き審議する「三重県特別支援教育総合推進計画（仮

称）」の中間案策定まで、昨年度の部会構成を継続します。その後、次期三重

県教育ビジョン（仮称）の基本施策等に基づき、部会を再構成します。 

 

資料３
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「次期三重県教育ビジョン（仮称）」の策定について（案） 
 

１ ビジョン策定にあたっての考え方 

① 現行の三重県教育ビジョン（以下、「ビジョン」という。）の計画期間が平成 2 7

年度で終了することから、次期ビジョンを策定する。 

② 現行のビジョンは、10 年先を見据えた教育の目指すべき姿を示していることか

ら、次期のビジョンについてもその基本的な考え方を基にしつつ、国の第２期

教育振興基本計画（計画期間：平成 25 年度～平成 29 年度）や教育改革の方向

を踏まえて、策定を進める。 

③ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（改正案）第 1条の３に規定する教

育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱（以下、「大綱」という。）

のうち、教育に関する部分を、ビジョンの基本理念、基本方針、基本施策とし

て位置づける。（参考１） 

④ みえ県民力ビジョン（H24 年 4 月策定）との整合性を図りながら、学校教育を

中心とした教育に関する基本的な計画として策定し、教育基本法第 17 条第 2

項に基づく三重県の教育振興基本計画として位置づける。（参考２） 

 

２ 計画の構成 

・基本理念         

・基本方針 

・基本施策 

・実施計画（基本方針等に基づき取り組む具体的施策と数値目標等） 

 

３ 計画期間  

   10 年先を見据えた基本理念等と、４年間（平成 28～31 年度）の実施計画とす

る。 

 

 

 

 

  

 

 

４ 計画内容 

（１）基本理念、基本方針、基本施策 

・大綱は、平成 27 年度に設置される総合教育会議（知事と教育委員会で構成）

において策定されるものであるが、ビジョンの基本理念、基本方針、基本施策

については、今年度中から協議を進める。 

・基本理念等については、現ビジョンに掲げた基本理念を踏まえたうえで、近年

の教育行政を取り巻く情勢変化を反映したものとする。 

 

大綱 三重県教育

ビジョン 

資料４ 

＜考え方＞ 

・国の教育改革など教育を取り巻く環境の変化に的確に対応し、今後の目指す

べき姿と取組方向を明確にする。 

・県の総合計画（次期行動計画：平成 28 年度～31 年度予定）との連携・整合

を図る。 
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（２）実施計画 

・実施計画に位置づける内容は、学校教育を中心としたもの（公立学校教育、社

会教育、文化財、学校スポーツ）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・昨年度の審議のまとめ（中間点検や次期ビジョンに対する意見）を踏まえて施

策体系や数値目標の設定等を行うとともに、重点的な取組を示すなど三重県の

独自性を打ち出した内容とする。 

 

 

５ スケジュール 

 ＜平成 26 年度＞ 

・教育改革推進会議において議論を進めるとともに、知事及び教育委員に諮りな

がら、ビジョンの骨格（案）を取りまとめる。加えて、個別施策の検討も進め

る。 

・地域別懇談会や児童・生徒との懇談会を開催し、県民の意見を反映する。 

 

  ＜平成 27 年度＞ 

・総合教育会議において基本理念等を固めるとともに、教育改革推進会議におい

て実施計画の審議を行い、年度内にビジョンを策定する。 

・パブリックコメントを実施し、県民の意見を反映する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜考え方＞ 

・教育委員会が所管する分野及び教育と密接な関係を有し、実施主体との連携

により県教育委員会が働きかけることのできる分野とする。（例:家庭・地域

の教育力） 

・文化、スポーツ等、他の推進計画が策定されている分野については、対象外

とする。（学校教育にかかる部分・連携する部分は対象とする） 

・大学等の高等教育及び私学については、それぞれの教育主体の教育方針、判

断により推進されていることから、対象外とする。（連携にかかる部分は対

象とする） 
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参考１ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考２ 教育基本法（平成１８年１２月２２日法律第１２０号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教育振興基本計画） 

第１７条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

教育の振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事

項について、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなけれ

ばならない。 

  

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団

体における教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなけれ

ばならない。 
 

（大綱の策定等） 

第１条の３ 地方公共団体の長は、教育基本法第１７条第１項に規定する基本的な方

針を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体の教育、学術及び文化の振

興に関する総合的な施策の大綱（以下単に「大綱」という。）を定めるものとする。 

 

２ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか

じめ、次条第１項の総合教育会議において協議するものとする。 

 

（総合教育会議） 

第１条の４ 地方公共団体の長は、大綱の策定に関する協議及び次に掲げる事項につ

いての協議並びにこれらに関する次項各号に掲げる構成員の事務の調整を行うた

め、総合教育会議を設けるものとする。 

一 教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術及び文

化の振興を図るため重点的に講ずべき施策 

二 （略） 

 

２ 総合教育会議は、次に掲げる者をもって構成する。 

 一 地方公共団体の長 

 二 教育委員会 

 

３ 総合教育会議は、地方公共団体の長が招集する。 

 

 

 

 

 








